
再下請負通知書とは
施⼯体制台帳の作成が必要とされる⼯事を請け負った下請負⼈は、さらに当該建設⼯事を他の

建設業を営む者に請け負わせた場合、元請業者に対し所定の事項が記載された書⾯により通知し
なければなりません。
(建設業法 第24条の8第2項、同法施⾏規則 第14条の3参照)

発 注 者 元請負⼈

★⼆次下請負⼈がさらにその⼯事を再下請負した
場合は、再下請負通知書を元請負⼈に提出する。
（⼀次下請負⼈経由可）

建設業法上、通知する書⾯（「再下請負通知書」）については、次のとおり記載すべき事項が定め
られていますが、様式は定められていません。

⼀次下請負⼈
(再下請負通知⼈)

⼆次下請負⼈
(再下請負通知⼈)

再
下
請
負
通
知
書

再下請負通知書

① ⾃社に関する事項

② ⾃社が注⽂者と締結した建設⼯事の請負契約に関する事項

③ ⾃社が下請契約を締結した再下請負⼈に関する事項

④ ⾃社が下請負⼈と締結した建設⼯事の請負契約に関する事項

再下請負通知書に記載すべき事項

・名称、住所（⾃社が建設業者の場合はその許可番号）
・健康保険等の加⼊状況

・⼯事の名称、請負契約を締結した年⽉⽇ 、注⽂者の名称
・⼀号特定技能外国⼈及び外国⼈技能実習⽣の従事の状況

・下請負⼈の名称、住所（下請負⼈が建設業者の場合は、許可番号、施⼯に必要な許可業種）
・健康保険等の加⼊状況

・⼯事の名称、内容、⼯期、請負契約の締結年⽉⽇
・⾃社が監督員を置く場合は、監督員の⽒名等
・下請負⼈が現場代理⼈を置く場合は、現場代理⼈の⽒名等
・下請負⼈が建設業者の場合は、その主任技術者の⽒名、資格、専任の有無
・下請負⼈が専⾨技術者を置く場合は、その専⾨技術者の⽒名、その者がつかさどる⼯事の内容、資格
・⼯事従事者の⽒名、⽣年⽉⽇、年齢、職種、社会保険の加⼊等の状況等
・⼀号特定技能外国⼈及び外国⼈技能実習⽣の従事の状況

問 １5

31


